
兵庫海外研究ネットワーク（ＨＯＲＮ： Hyogo Overseas Research Network）事業  

滞在費等支給要領  

 
(趣旨 )  
第１条  この要領は、兵庫海外研究ネットワーク（ＨＯＲＮ：Hyogo Overseas Research 

Network）事業実施要領  (以下「実施要領」という。 )第７条の規定に基づき、HORN

研究者に対する滞在費及び旅費の支給等に関し必要な事項を定める。  
 
(定義 )  
第２条  この要領において、「 HORN研究者」とは、受け入れ県内大学・海外カウンタ

ーパート双方の合意に基づき、海外の大学・研究機関から、原則として当該海外

大学・研究機関に在籍したまま、講義・講演・研究等の目的で兵庫県内の大学が

受け入れる研究者をいう。  

 
(支給内容 )  
第３条  公益財団法人ひょうご震災記念２１世紀研究機構（以下「本機構」という。）

は、 HORN研究者として採用が決定された者に対し、滞在費及び旅費を支給する。  
 
(支給対象者 )  
第４条  前条に規定する支給の対象となる者 (以下「支給対象者」という。 )は、実施

要領第６条の規定に基づき、 HORN研究者として採用が決定された者とする。  
 
(滞在費 )  
第５条  滞在費は、受け入れ大学を通じ、支給対象者に支給する。  
 
(滞在費の額 )  
第６条  滞在費の支給額は、 387,600円（定額）とし、日割り計算は行わないものと  

 する。  
 
(滞在費の支給期間 )  
第７条 滞在費の支給期間は HORN 研究者滞在期間のうち１か月間とする。 

 
(滞在費の支給申請方法 )  
第８条  受け入れ大学の長（以下「大学長」という。）は、支給対象者の申請に基づ

き、兵庫海外研究ネットワーク（ＨＯＲＮ）事業滞在費支給申請書 (別紙様式１。

以下「滞在費支給申請書」という。 )をとりまとめ、原則として受け入れを開始す

る月の前月の１０日までに本機構理事長（以下「理事長」という。）あて提出す

るものとする。  
 
(滞在費の支給方法 )  
第９条  理事長は、前条により提出のあった滞在費支給申請書を審査の上、大学長が

銀行振込依頼書 (別紙様式２ )で指定した銀行口座に、滞在費を振込み送金する。  



２  大学長は、前項により受領した滞在費を、支給対象者の在籍を確認した上で支給

するものとし、その際、支給対象者から受領書 (様式は任意とする。)を徴収し、保

管するものとする。  
 
(受入期間の変更 ) 

第１０条  HORN研究者の受入期間を変更する場合は、大学長が兵庫海外研究ネットワ

ーク（ＨＯＲＮ）事業受け入れ期間変更申請書  (別紙様式３ )を本機構に提出し、

相当の理由によるものであると理事長が判断した場合に、その変更を認める。  

  ただし、渡日後の受入期間の変更は原則として認めない。  

 
 (滞在費の返納 )  
第１１条  滞在費の支給後に、支給対象者が日本国籍を有しない者としての資格を失

った場合は、滞在費を返納させるものとする。  

２  前項に定める場合のほか、滞在費の支給後に、支給対象者に次の各号に掲げる事

由が生じた場合は、滞在費を返納させるものとする。  
 (1)  実際の滞在期間が概ね１か月を下回ることとなった場合。 

 (2)  その他相当の理由により、返納の必要がある場合  

３  前２項の規定により返納させる額は、第１項に該当する場合は支給した滞在費の

全額、第２項第１号に該当する場合は１か月を下回ることとなった日数分の滞在

費に相当する額、及び同項第２号に該当する場合はそれぞれの理由に応じた相当

額とする。  
 
(旅費 )  
第１２条  HORN研究者に支給する旅費の種類は、渡日旅費及び帰国旅費とする。  
２  渡日旅費は、HORN研究者の在籍大学の所在する国・地域等から渡日しようとする

支給対象者に支給する。  
３  帰国旅費は、次の各号のいずれかに該当する支給対象者に支給する。  
 (1) 受け入れ期間が終了し、在籍大学の所在する国・地域等へ帰国しようとする者  

 (2) 病気その他特別の事情により、滞在を続けることが不可能となり、理事長が帰

国することを適当と認めた者  

 
(旅費支給額 )  
第１３条  渡日旅費及び帰国旅費の支給額は、支給対象者の在籍大学所在国の最寄り

の主要国際空港又はそれと運賃が同等以下である空港から受け入れ大学の最寄り

の空港の間の理事長が指定する経路による下級航空券の額とする。なお、渡日及

び帰国時に宿泊を要する場合、その宿泊費は支給しない。  
 
(旅費の支給申請方法 )  
第１４条  大学長は、支給対象者の申請に基づき、兵庫海外研究ネットワーク（ＨＯ

ＲＮ）事業旅費支給申請書 (別紙様式４。以下「旅費支給申請書」という。 )を、

別途定める期日までに理事長に提出するものとする。  
 



(旅費の支給方法 )  
第１５条  理事長は、前条により提出のあった旅費支給申請書を審査の上、渡日旅費

及び帰国旅費を原則として航空券で支給する。  
２ 大学長は、前項によりHORN研究者に係る航空券の発券手続きが完了したことを確認し

た場合は、速やかに兵庫海外研究ネットワーク（HORN）事業旅費手続完了確認書（別紙

様式５）を理事長に提出するものとする。  
 
(旅費支給経路の変更 )  
第１６条  前条により理事長が指定した旅費支給経路の変更は、原則として認めない。

ただし、大学長が兵庫海外研究ネットワーク（ＨＯＲＮ）事業旅費支給経路変更

申請書 (別紙様式６ )を本機構に提出し、その理由によるものであると理事長が判

断した場合に限り、その変更を理事長が指定する条件の範囲内で認める。  

 
(旅費を支給しない場合 )  
第１７条  渡日旅費又は帰国旅費は、次の各号のいずれかに該当する場合には、支給

しないものとする。  

（１）第１４条に規定する旅費支給申請書を、所定の期限までに本機構に提出しない

場合  

（２）本機構以外の機関から旅費 (航空券等の現物支給を含む。)の支給を受ける場合  

（３）受け入れ期間開始前にあらかじめ渡日している場合  

（４）受け入れ期間終了後、直ちに帰国しない場合  

（５）第１３条及び第１６条に定める経路で渡日又は帰国しない場合  

（６）夏季休暇等により一時帰国する場合  

２  前項の第１号から第５号のいずれかに該当する場合には、大学長は、兵庫海外研

究ネットワーク（ＨＯＲＮ）事業旅費辞退届 (別紙様式７ )を理事長に提出するも

のとする。  

 

(受給証明書の発行 )  
第１８条  大学長は、支給対象者の申請に基づき、本機構に代わって、滞在費等受給

証明書 (別紙様式８ )を発行できるものとし、その際、必ず控えを取り、保管するも

のとする。  
 
(支給対象者の辞退 ) 
第１９条  支給対象者は、大学長を通じ、渡日前に HORN研究者としての採用を辞退す

ることができる。  

２  大学長は、前項の規定により採用辞退の申し出があった場合は、兵庫海外研究ネ

ットワーク（ＨＯＲＮ）事業採用辞退届 (別紙様式９ )を理事長に提出する。この

場合において、受け入れ大学又は支給対象者がすでに滞在費又は旅費を受領して

いるときは、速やかに本機構に返還するものとする。  

 
(支給対象者の資格及び条件の変更 )  
第２０条  支給対象者に関して、受け入れ大学が当該者を HORN研究者候補者として申



請した際に提出した当該者の資格等に関する書類の内容に変更が生じた場合は、

受け入れ大学は、速やかに兵庫海外研究ネットワーク（ＨＯＲＮ）事業資格及び

条件変更申請書 (別紙様式 10)を提出するものとする。  

 

(報告書等 ) 

第２１条  大学長は、HORN研究者が滞在中に学生及び県民に対し行った研究成果等の

還元活動等について、兵庫海外研究ネットワーク（ＨＯＲＮ）事業に係る報告書 (別

紙様式 11)を理事長に提出するとともに、共同研究終了後速やかに、支給対象者か

ら研究論文・報告書の提出を受け、１部を理事長に提出するものとする。  

 

(体験記 )  

第２２条  在籍大学の長は、別途定める期限までに、支給対象者に研究内容や成果等につい

て体験記を作成させ、ＨＵＭＡＰウェブサイトにより情報発信を行うものとする。 

 
（補則）  
第２３条 この要領に定めるもののほか、HORN研究者に対する滞在費及び旅費の支給等に

関し必要な事項は、別に定める。  
 

付則  
  この要領は、平成１８年４月１日から施行する。  

付則  
  この要領は、平成２０年４月１日から施行する。  

付則  
  この要領は、平成２２年４月１日から施行する。  

 付則 

  この要領は、平成２３年４月１日から施行する。  

 付則 

  この要領は、平成２４年４月１日から施行する。  

 付則 

  この要領は、平成２６年４月１日から施行する。  

付則 

  この要領は、平成２８年４月１日から施行する。  

付則 

  この要領は、平成２９年４月１日から施行する。  

  

 


